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大阪は複数分野の先端的サービスの提供と大胆な規制改
革などによって、世界に先駆けて未来の生活を先行実現する
「まるごと未来都市」であるスーパーシティの実現をめざして
いる。
そのためには、大阪全体でデータ利活用が進む必要があり、

大阪広域データ連携基盤(ORDEN：Osaka Regional Data 
Exchange Network)を活用して、未来の豊かに暮らす健康長
寿社会やストレスフリーな最適移動社会などを目指している。
しかし、データ利活用に関して具体的に進めていく方法や、

そもそもどこから始めたらよいのかが分からない状態となっ
ていた。

大阪におけるデータ利活用の実現に向けて、大阪公立大学ス
マートシティ研究センター(現スーパーシティ研究センター)の活
動の一環として、大阪スマートシティパートナーズフォーラム
(OSPF)の第８プロジェクト（データ利活用）と連携した。都市シン
クタンク機能として、府内市町村のデジタル格差が大きいことに
着目し、現地に直接足を運んで現状を調査した。具体的には、
府内を網羅的に現状把握するため、関係づくりも含めて43市町
村すべてにヒアリングを実施した。また、同時にデータ利活用機
運の醸成を目指した啓蒙活動も行い、「やってみよう・やってみ
なはれ」をモットーに、データを使ったイベントや誰でもアプリ作
成の体験ができるイベントを主催している。
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